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 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

農林水産試験研究評価システム事業費 ○ H12 13 1 ○ 747 0 0 747 ○ ○ 0

伝統地場農産物等原種供給事業費 ○ H14 11 1 ○ 475 0 0 475 ○ ○ 0

農業技術諸費 ○ S23 65 2 ○ 1,446 0 717 729 ○ ○ ○ ○ ○ 0

農業経営基盤強化促進対策事業 元気な産業 ○ ○ H13 12 5 ○ 21,411 0 0 21,411 ○ ○ ○ ○ ○ 0

水田農業活性化事業 元気な産業 ○ H23 2 1 ○ 222,000 0 0 222,000 ○ 0

地域担い手づくり整備事業費 ○ H22 3 1 ○ 5,187 5,187 0 0 ○ ○ ○ 0

７月収穫「福井夏そば」栽培実証事業 ○ ○ H23 2 2 ○ 993 0 0 993 ○ ○ ○ ○ △ 993

福井県産米販売強化事業 元気な産業 ○ ○ H21 4 2 ○ 22,246 0 0 22,246 ○ 0

野菜および花き類生産価格安定事業 ○ S53 35 2 ○ 5,969 0 0 5,969 ○ ○ ○ ○ ○ 0

農業近代化資金利子補給事業 ○ S36 52 1 ○ 19,402 0 0 19,402 ○ ○ ○ ○ ○ 0

農業経営基盤強化促進金融支援事業 ○ ○ H6 19 2 ○ 15,013 0 11,663 3,350 ○ ○ ○ ○ ○ 0

農業経営支援資金利子補給事業費 ○ H11 14 1 ○ 3 0 0 3 ○ 0

福井県農業信用基金協会特別準備金補助事業費 ○ H15 10 1 ○ 342 0 0 342 ○ ○ ○ ○ 0

農業改良資金運営費 ○ S31 57 1 ○ 250 0 0 250 ○ ○ ○ ○ △ 39

農協検査等事業費 ○ S23 65 1 ○ 4,099 0 0 4,099 ○ ○ ○ ○ ○ △ 424

米需給調整円滑推進事業 ○ ○ H16 9 1 ○ 13,885 0 0 13,885 ○ ○ ○ ○ 0

水田農業構造改革対策推進事業 ○ ○ H16 9 2 ○ 133,426 129,167 0 4,259 ○ ○ ○ ○ ○ △ 10

おいしい福井米生産体制整備事業 元気な産業 ○ ○ H23 2 2 ○ 476,859 455,849 0 21,010 ○ ○ ○ ○ △ 41

県産飼料用米の生産拡大事業 ○ H23 2 1 ○ 4,907 0 0 4,907 ○ ○ ○ ○ 0

環境保全型農業支援事業 ○ H19 6 1 ○ 65,473 4,343 0 61,130 ○ ○ ○ △ 62

福井県特別栽培農産物支援事業 ○ H12 13 1 ○ 2,661 0 0 2,661 ○ ○ ○ 0

エコファーマー推進事業 元気な産業 ○ H23 2 1 ○ 2,480 0 0 2,480 ○ ○ ○ ○ △ 543

ふくいのエコ農業推進事業 ○ ○ H21 4 3 ○ 2,706 0 0 2,706 ○ ○ ○ △ 218

農業改良普及評価事業費 ○ H13 12 1 ○ 147 73 0 74 ○ ○ 0

営農改善指導事業費 ○ S45 43 1 ○ 3,499 0 0 3,499 ○ ○ ○ ○ 0

地域農業支援員設置事業 ○ H17 8 1 ○ 3,827 0 0 3,827 ○ ○ ○ ○ 0

農業士育成対策事業費 ○ H2 23 1 ○ 1,116 558 0 558 ○ ○ ○ ○ ○ △ 989

一般試験研究費 元気な産業 ○ S42 46 1 ○ 7,818 0 0 7,818 ○ ○ ○ ○ ○ 0

地域農業担い手育成生産技術開発事業費 ○ H5 20 1 ○ 1,971 0 0 1,971 ○ ○ ○ ○ ○ 0

食品加工研究費 ○ Ｓ62 26 1 ○ 1,157 0 0 1,157 ○ ○ ○ ○ ○ 0

福井オリジナル産品開発育成事業費 ○ H10 15 1 ○ 1,621 0 0 1,621 ○ ○ ○ ○ ○ 0

実用技術開発事業費 ○ H16 9 1 ○ 16,890 7,700 9,190 0 ○ ○ ○ ○ ○ △ 1,268

32 22 17 1 45 31 1 1,060,026 602,877 21,570 435,579 6 9 4 10 7 4 2 6 13 2 5 5 8 5 1 3 0 17 6 8 0 0 0 1 0 △ 4,587

平成
２４年度
予算額

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

 財源内訳 成果指標1結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分

福井新々元気宣言
における位置付け

成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

一般会計

平成２４年度事務事業評価結果(水田農業経営課)総括表

（単位：千円）水田農業経営課

会計区分

課名



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 普及指導 Ｇ

1 □ ■ H12 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 13 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

763 763 763 763

763 763 763 763

763 696 600 557

51 45 51 43

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

経過年数

国　庫

整理統合

747

747

（１）研究課題評価（農業、畜産、水産、林業の各研究評価会議）
　　　　①事前評価：研究課題の選定
　　　　②中間評価：研究の進捗状況
　　　　③事後評価：研究結果評価
　　　　④追跡評価：研究成果の普及状況評価
（２）研究機関評価（農業、畜産、水産、林業の各研究評価会議）
　　　　試験研究機関が行う研究開発をはじめ研究施設・器具等の整備ほか業務全般を総合的に評価する。

[予算額および指標の推移等]

２４年度

△ 9.9%

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

　試験研究機関および研究課題について研究分野ごとに外部委員等による研究評価を行い、研究開発活動の一層の活性化、効率化を図る。

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

52 1.7%

□

□

△ 0.5%

△ 0.5%

Ⅱ

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

廃　　止

□ □

□

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

特　記　事　項

　平成２０年度から評価項目に経済的効果を追加し、試験研究課題の経済的効果
を課題化の段階から明確化した。
　平成２１年度から研究カルテを整備し評価結果を今後にフィードバックするため
情報共有を図っている。
　平成24年度から産・学・官共同バイオテクノロジー研究推進協議会と統合を行っ
た。

評価に基

づく今後

の 対 応

千　円

□

拡　　充

継　　続

■

休　　止

□ 終期の見直し

そ の 他

完　　了

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産 水田農業経営

その他

一般会計

事　業
開　始
年　度

結果分類

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

県　単

平均伸び率

評価課題数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

の推移

所属の

方　針

指標

含まれる事業数

見　直　し　額

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　従来の試験研究機関の運営および研究課題に係る評価に加え、課題化段階から専門家による助言
をもらい、戦略的な研究を行っていく。

　試験研究機関の実態、進捗段階ごとの研究課題に対する専門家の公正かつ適切な評価が行われる
ことにより、時代に即応した試験研究の実施が図られるほか、県内農業者への有用な技術情報の提
供がなされている。

国　　　　　庫

財源内訳

747

成果

農林水産試験研究評価システム事業費

指標

活動

計 画 の 達 成 状 況

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

747

区　　　　　　分

その他特定財源

一　般　財　源

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 普及指導 Ｇ

1 □ ■ H14 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 11 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

479 479 479 479

479 479 479 479

479 479 479 479

30 30 30 30

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一　般　財　源 475

財源内訳 その他特定財源

予　算　額　（単位：千円） 475

成果

一般会計

事　業
開　始
年　度

会計区分

農林水産 水田農業経営

目標値、指標の積算根拠等

経過年数

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

事      業      名

法定受託事務

部

特別会計
企業会計

実行予算

補 助 金

そ の 他

事務区分
事業終了
予定年度

計 画 の 達 成 状 況

国　庫

　県内で広く栽培されている本県独自の伝統地場農産物等（伝統野菜等および種苗登録品種）は、長年にわたる自家採種により形状等に多様な変異を生じることがあるため、農業試験場における厳密な隔
離栽培等により原種管理を行い本来の品種特性を維持するほか、産地で原種が絶えた場合に生産地からの要請に基づき高品位原種を農業者に提供する。

（単位：千円）

その他

県　単

（１）伝統地場農産物等の種苗収集
（２）高品位原種の保存、増殖
（３）高品位原種の提供

[予算額および指標の推移等]

指標

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

廃　　止
　伝統の福井野菜振興協議会等との連携による一体的な取組みが重要であることから、来年度は伝
統野菜関連の事業と統合する。

□
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

■

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

休　　止□

□

□

□

整理統合

千　円

完　　了

そ の 他

Ⅱ

終期の見直し拡　　充 縮　　減

結果分類

平均伸び率

0.0%

△ 0.2%

0.0%

475

475

30

２４年度

　収集した保存品種の隔離栽培等による厳密な管理により高品位原種の保存が図られている。

区　　　　　　分

国　　　　　庫

平成24年度予算額

の推移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

活動

伝統地場農産物等原種供給事業費 含まれる事業数

［事業内容］

指標

[事業目的]

所属の

方　針

△ 0.2%

［活動指標、成果指標に対する評価］
[事業の評価]

継　　続

□

□

□

当 初 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

保存品種数（累計）

事業効果

－２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 普及指導 Ｇ

2 □ ■ S23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 65 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

1,247 1,265 1,520 1,294

2,082 1,763 1,899 1,625

2,037 1,681 1,818 1,560

26 26 25 25

11 11 11 13

71.4% 68.2% 69.6% 64.0%

36.4% 41.7% 45.5% 46.2%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

自 治 事 務

経過年数補 助 金

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部 水田農業経営

事      業      名
事　業
開　始
年　度

実行予算

所　　属 農林水産

国　庫
事 業
区 分

事務区分
事業終了
予定年度

その他 そ の 他

農業技術諸費 含まれる事業数

[事業目的]

［事業内容］

試験研究機関で開発された新品種および新技術を登録するほか優秀な改良普及員の確保、関係団体からの情報収集を通じ農業技術の向上を図る。

法定受託事務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単

△ 7.8%

品種登録数（出願数を含む） △ 2.0％

1,088 △ 2.3%

△ 8.3%

当 初 予 算 額 の 推 移

活動

（１）特許および種苗品種登録、出願
　　　品種【登録】　越のパール＜らっきょう＞　他　計24品種
　
　　　特許【登録】　水溶性食物繊維としてのフルクタンの製造方法　他　計4特許、1実用新案
　　　　　　　　　　（出願中　米乳酸発酵飲食品及びその製造方法　他　計8特許）

結果分類

種苗法による登録数（出願数を含む） Ⅲ

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

決 算 額 の 推 移

２４年度 平均伸び率区　　　　　　分

品種登録件数に対する許諾率 62.5%の推移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,446

成果

24

事業効果 指標 特許登録数（出願数を含む） 6.0％ 特許法による登録数（出願数を含む） Ⅰ

△ 3.1％ Ⅲ

Ⅰ8.4％指標 特許登録件数に対する許諾率

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況

財源内訳

一　般　財　源 729

国　　　　　庫

その他特定財源 717

予　算　額　（単位：千円） 1,446

□

休　　止継　　続 □ □ 完　　了

千　円

そ の 他□廃　　止

[事業の評価]

評価に基

づく今後

の 対 応　本県農業者のために開発された新品種および新技術の知的公有財産としての保護、現場における
適切かつ効率的な普及指導の維持を通じ、農業技術の向上を図ることが必要であり、今後も継続す
る。

□ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

□
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

縮　　減
　品種登録数および特許数、許諾率ともに増加ないし横ばいで推移している。また、関係団体から
の情報収集についても的確な対応がなされている。

■

□

整理統合 □

拡　　充

－３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 経営体育成 Ｇ

5 □ ■ H13 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 12 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

125,150 54,885 48,212 22,687

103,705 33,123 81,540 22,687

103,705 32,768 81,451 22,650

4 4 4 3

87 91 81 122

180 186 204 214

50.2 55.0 60.1 62.6

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

Ⅳ

〕　　　＝　　　〔

平成２６年度目標　認定農業者等への農地集積率　７０％

特　記　事　項

Ⅰ

事業終了
予定年度

結果分類目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

0.1%

2.7%

△ 31.7%

経過年数
事　業
開　始
年　度

そ の 他

特別会計
企業会計

会計区分

国　庫

　市町および農業関係機関・団体で認定農業者等に対する経営診断・相談および各種経営研修等を行うのをはじめ、農業生産法人および集落営農組織の育成、遊休農地の解消、農地の利用集積等を通じ経
営感覚に優れた組織の育成および農業生産基盤の強化を図る。

事      業      名

法定受託事務

事務区分

一般会計

[事業目的]

21,411

21,411

農業経営基盤強化促進対策事業
　①認定農業者組織の育成を推進し、効率的な農業経営の確立を支援
　②研修会等の実施により法人化、企業経営者としての資質向上を支援

[予算額および指標の推移等]

縮　　減

Ⅰ

Ⅰ6.0%

7.1%

 〕　／　整備目標

継　　続

終期の見直し

そ の 他

完　　了

整理統合

休　　止

事業開始後の見直し状況

□

□

□

水田農業経営

その他

［活動指標、成果指標に対する評価］

計 画 の 達 成 状 況

指標

区　　　　　　分

14.7%

3 △ 6.3%

の推移

事業説明会開催回数

認定農業者数（法人経営体）

新しい方向をひらく農林水産業

平均伸び率

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属 部

実行予算

補 助 金元気な産業

［事業内容］

事 業
区 分

農林水産

県　単

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移

２４年度

現地指導開催回数

成果

区　　　　　　分

□拡　　充

■

農業経営基盤強化促進対策事業 含まれる事業数

活動

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

その他特定財源

平成24年度予算額

予　算　額　（単位：千円）

[事業の評価]

認定農業者等の農地集積率

21,411

所属の

方　針

一　般　財　源 21,411

□

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□廃　　止

財源内訳

国　　　　　庫

千　円

　法人化研修、個別経営診断等の各種研修の実施をはじめ、農地の斡旋等により、効果的に認定農
業者等担い手の経営合理化および規模拡大が図られている。

　農業者の高齢化、兼業化の進行に伴い、認定農業者等の効率的かつ安定的な経営体の育成のほか
農地の集積促進による農業生産の増大および組織リーダー等の育成が、経営基盤強の強化を図る上
で重要であることから、各関係機関連携を図りながら継続する。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

□

－４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 経営体育成 Ｇ

1 □ □ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ H25 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

222,000

217,261

211,162

61

62.6%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕計 画 の 達 成 状 況

一　般　財　源

222,000

財源内訳

222,000

実行予算国　庫

県　単 経過年数

（単位：千円）

平均伸び率

認定農業者等の農地集積率

認定農業者等の支援経営体数

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

部農林水産

一般会計

法定受託事務

会計区分

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

拡　　充

　認定農業者および営農集団等への農地集積を進め、効率的で安定的な農業経営が継続できる生産
構造の確立のため、今後も支援を継続する。

特別会計
企業会計

水田農業経営

〕　　　＝　　　〔

（１）新たな集落営農に取り組む営農集団等の機械・施設等の導入に対し、その購入費の1/3以内を助成する。
（２）中山間地域等で営農に取り組む営農集団等の機械・施設等の導入に対し、その購入費の1/3以内を助成する。

2.2%
目標値、指標の積算根拠等

そ の 他

区　　　　　　分 事業開始後の見直し状況

結果分類
0.0%

国　　　　　庫

その他特定財源

□

評価に基

づく今後

の 対 応

■

□ □

見　直　し　額

□□ 整理統合

[事業の評価]

継　　続

予　算　額　（単位：千円）

[予算額および指標の推移等]

２４年度区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 222,000

平成２６年度目標　認定農業者等への農地集積率　７０％

222,000

平成24年度予算額

[事業目的]

補 助 金

そ の 他その他

［事業内容］

活動

の推移 成果

事　業
開　始
年　度

事務区分
事業終了
予定年度

　農家数の減尐や高齢化が進む中、認定農業者や集落営農組織を継続して育成し、効率的で安定的な農業経営が持続できる生産構造を確立するため、規模拡大や新たな組織化に必要な機械・施設等の整備
を支援する。

事      業      名

元気な産業

新しい方向をひらく農林水産業

水田農業活性化事業 含まれる事業数

千　円

完　　了

 〕　／　整備目標

廃　　止

特　記　事　項

□

縮　　減

休　　止

　経営規模の拡大や新規に集落営農を行う営農集団等への農業機械等の整備を支援し、効率的で安
定的な農業経営が持続できる生産構造を促した結果、営農集団等への農地集積率の向上が図られて
いる。

□

決 算 額 の 推 移

事業効果 指標

指標

終期の見直し

－５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 経営体育成 Ｇ

1 ■ □ H22 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ H24 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

180,000 55,000

89,891 51,911

87,857 51,486

25 2

29 31

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業目的]

集落営農組織等が、認定農業者など担い手の主体的な経営展開や、担い手不足の地域における集落営農の育成を図るために、規模拡大・多角化・複合化等の支援計画を策定した際、その計画達成に必要な
共同利用施設の整備を支援する。

事      業      名

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

含まれる事業数

〕　　　＝　　　〔

1

 〕　／　整備目標

5.1%

22年度は、新規就農者補助、融資主体型補助、集落営農補助、共同利用施設補
助の４事業を実施していたが、国の事業見直しにより、23～24年度は共同利用施
設補助事業のみ県で実施することになり、それ以外は国の直接採択事業に変更
された。25年度は、融資主体型、融資主体促進増資、条件不利地域整備で間接
補助となり、要件も人・農地プランと関連付けた内容となる。

特　記　事　項

□

□

見　直　し　額

整理統合 □ □□ 廃　　止

終期の見直し

休　　止

そ の 他

縮　　減

■

平成２６年度末までに３５経営体数を育成

完　　了

事業開始後の見直し状況

□

継　　続所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

共同利用施設の導入を支援した結果、規模拡大や経営の高度化に取り組む経営体が育成されてい
る。

国の事業見直しにより、平成２５年度からは、融資主体型整備、融資主体促進増資および条件不利
地域整備が補助対象となる。

□
評価に基

づく今後

の 対 応

千　円

32

△71.0%実施地区

部

特別会計

事務区分

企業会計
会計区分

一般会計

経過年数
事業終了
予定年度

農林水産

事 業
区 分

△66.1%

２４年度

（共同利用施設整備）　農作物集出荷場や共同作業場、直売所等の共同利用施設の整備にかかる費用の１／２（以内）を助成する。

[予算額および指標の推移等]

平均伸び率区　　　　　　分

結果分類

［事業内容］

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

国　庫

県　単

水田農業経営

その他

地域担い手づくり整備事業費

△41.4%

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

△80.0%

Ⅰ

Ⅳ

拡　　充 □

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

5,250

5,187

平成24年度予算額

一　般　財　源

活動

事業効果

の推移

予　算　額　（単位：千円）

計 画 の 達 成 状 況

指標

成果

指標

その他特定財源

経営面積の拡大や経営の高度化に取り組む経営体数

5,187

5,187

区　　　　　　分

財源内訳

国　　　　　庫

－６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 室

2 □ ■ H23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ H25 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

1,000

1,000

978

4

3.3

2.1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

水田農業経営

1.8

15

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

 〕　／　整備目標

993

活動 栽培実証市町数

平　成　２ ４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

７月収穫「福井夏そば」栽培実証事業 含まれる事業数

会計区分
一般会計
特別会計
企業会計

所　　属

区　　　　　　分

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円）

平成２４年度予算額

千　円

特　記　事　項

事業効果

の推移 作付面積(ha)成果

指標

指標

その他特定財源

福井米ブランド化推進農林水産

平均伸び率

□拡　　充

継　　続 □□

△45.5%

△0.7%

部

そ の 他

（単位：千円）

事 業
区 分

国　庫 実行予算

補 助 金

終期の見直し

財源内訳

事      業      名
事　業
開　始
年　度

平成25年度目標　45ha

4 0.0%

614.3%

[事業の評価]

評価に基

づく今後

の 対 応
□

播種量と収穫期の違いを比較した結果、播種量を3割増やすことで増収が期待できる。また、早
刈りすることで機能成分であるルチンは高まるが、2割程度収量が減収することが分かった。
さらに、食味評価から「春のいぶき」が有望であることが分かった。

・栽培実証事業は、収量向上のための土壌条件、播種時期や播種量等の知見がえられたため、本
年をもって終了する。
・今後は、新たな食ブランド「福井夏そば」を県民に広く知ってもらうためのＰＲと販売店の確
保に努める。

一　般　財　源 993

単収(kg/10a)

整理統合 □ そ の 他

所属の

方　針

見　直　し　額

廃　　止

完　　了

△ 993

□

休　　止 ■

実証圃単収　40kg/10a

［活動指標、成果指標に対する評価］
□ 縮　　減 □

栽培実証圃設置　4市町

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

Ⅱ

Ⅳ

結果分類

事業終了
予定年度

事務区分県　単 経過年数

自 治 事 務

その他

[予算額および指標の推移等]

２４年度

993

993

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

△0.7%

福井新々元気宣言に
おける位 置 付 け

振興対策事業（実施主体：県、市町）
・ブランド化推進検討会の開催
・生産者・実需者の評価および消費者へのＰＲ活動
等

栽培実証事業（実施主体：市町）
・栽培実証圃の設置

[事業目的]

　福井そばの新たなブランドを育成するため、夏そばの実需者の評価や消費者へのPR活動により振興対策を検討するとともに、栽培実証圃を設置し７月に収穫する「福井夏そば」の産地化を図る。

法定受託事務

［事業内容］

－７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 室

2 □ ■ H21 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ H26 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 4 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

34,000 35,000 33,000 30,000

34,000 29,727 28,547 30,000

31,302 29,687 28,174 27,339

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

こだわり米販売促進事業（実施主体：登録したこだわり米生産者等）
・こだわり米の登録制度の創設
・制度登録生産者の販路拡大に対する支援
福井米販売促進事業（実施主体：福井県経済農業協同組合連合会）
・区分集荷に応じた販売戦略の策定
・新米の重点ＰＲ
・首都圏における販路拡大

福井新々元気宣言に
おける位 置 付 け

[事業目的]

有機JASや特別栽培など栽培方法にこだわって生産される米の登録制度を創設し、当該制度に登録した生産者等の販路拡大に係る取組に対して支援を行う。
また、食味検査による区分集荷に基づく良食味米と高タンパク米のそれぞれの区分に応じた販売方法等の検討を行い、効果的な販売促進活動を展開する。

法定受託事務新しい方向をひらく農林水産業

［事業内容］

結果分類

所属の

方　針

見　直　し　額

[事業の評価]

評価に基

づく今後

の 対 応
□

・こだわり米登録制度には40種（36個人・団体）が登録し、生産者への大きな支援となった。
・吉本の芸人を起用したキャンペーンを展開し、積極的な福井米販売促進活動を実施した。

・こだわり米については引き続き販路拡大を支援する。
・福井米は、新米時期に重点的キャンペーンを展開、首都圏等でのＰＲ活動により販路を拡大。
・さらに、食味ランキングで「特Ａ」評価を獲得した福井米のさらなる評価向上を図るため、福
井米のブランドリーダーとなる新たなブランド商品の企画・販売を行っていく。

整理統合

予　算　額　（単位：千円）

終期の見直し
［活動指標、成果指標に対する評価］

□ 縮　　減 □拡　　充

[予算額および指標の推移等]

２４年度

22,246

22,246

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

平成２４年度予算額

元気な産業 事務区分

そ の 他

経過年数

その他

事　業
開　始
年　度

県　単

（単位：千円）

継　　続 □

千　円

□

そ の 他□

休　　止 完　　了

廃　　止

36

指標

活動

22,246一　般　財　源

△ 9.3%

△ 4.4%

平均伸び率

こだわり米登録数

決 算 額 の 推 移

△ 9.4%

指標

平成26年度目標　累計15件

計 画 の 達 成 状 況

10

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

□

事業効果

の推移 販路開拓数成果

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

その他特定財源

□

事業終了
予定年度

自 治 事 務

平成26年度目標　累計30人（団体）

■

特　記　事　項

実行予算

平　成　２ ４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井県産米販売強化事業 含まれる事業数

会計区分
一般会計

事 業
区 分

国　庫

補 助 金

特別会計

事      業      名

区　　　　　　分

財源内訳

国　　　　　庫

企業会計

所　　属 農林水産 水田農業経営 福井米ブランド化推進部

22,246

－８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 金融・共済 Ｇ

2 □ □ S53 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 35 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

35,982 14,305 25,277 19,015

22,906 6,830 32,610 0

22,906 6,830 32,610 0

14,525 13,222 12,912 13,148

3,880 2,850 2,850 2,850

4,012 7,183 1,032 3,682

28,817 78,171 18,827 38,767

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

（単位：千円）[予算額および指標の推移等]

２４年度

14,678

5,969２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動

事業効果

目標値、指標の積算根拠等

69.1%

平均伸び率

△ 7.8%

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

76.8%

　価格補てん制度に加入した花きの数量（単位：千本）

■

　本事業は野菜および花き類の市場価格下落時に対応しており、園芸農家の経営安定に寄与してい
る。

指標

終期の見直し
［活動指標、成果指標に対する評価］

事業開始後の見直し状況

Ⅲ

Ⅳ

結果分類

　価格補てん制度に加入した野菜の数量（単位：トン）

□

千　円

完　　了

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

Ⅰ

　補てん金交付の対象になった出荷数量（単位：トン）

　生産農家に支払われた補てん金の額（単位：千円）

　国で定める補償基準額は、３年毎に見直しが行われている。
　２３年度より補償基準額が改定されたことにより、必要造成額が減尐し
た。

　補てん金交付額は市場の価格変動によるものであり、当該事業の直接的な成
果としての指標を設定するのは困難である。

特　記　事　項

交付予約数量（野菜）

2,810

△ 3.7%12,471

交付予約数量（花き） △ 7.0%

□

 〕　／　整備目標

□

評価に基

づく今後

の 対 応
□

休　　止

□

縮　　減

□

廃　　止
　生産農家の経営の安定化につながり、園芸振興の推進に効果的であるため、今後も実施してい
く。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
そ の 他

□

見　直　し　額

□

拡　　充

継　　続

整理統合

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

企業会計

補 助 金 事務区分
事業終了
予定年度

[事業の評価]

県　単

野菜および花き類生産価格安定事業

　県内の産地から市場に共同出荷された野菜および花きの価格が、あらかじめ定められた補償基準額を下回ったときに価格補てん金を交付するための資金を造成する。
　　・指定野菜　<対象野菜>５品目(冬キャベツ、夏秋トマト、秋冬さといも、ほうれんそう、秋冬だいこん)　　　　　　　　　　　　　　　　　<資金造成>県負担割合1/5、7/40
　　・特定野菜　<対象野菜>９品目(メロン、すいか、春だいこん、冬春きゅうり、春キャベツ、夏秋なす、夏秋トマト、夏ねぎ、秋冬ねぎ)　　　<資金造成>県負担割合1/3、1/4
　　・県単野菜　<対象野菜>23品目(国の制度(指定・特定野菜)の対象とならない産地・野菜で、いちじく、にんじん、うめ、らっきょう等)　　　<資金造成>県負担割合1/2
　　・県単花き　<対象品目>１品目(日本スイセン)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　<資金造成>県負担割合1/2
　事業実施主体：（財）福井県野菜生産価格安定事業協会

そ の 他

事 業
区 分

事      業      名

指標

計 画 の 達 成 状 況

補てん金交付額（野菜・花き）

法定受託事務

含まれる事業数

［事業内容］

その他

[事業目的]

経過年数

　野菜および花きの市場価格が低下した場合に補てん金を交付することで、本県野菜および花きの一層の生産振興と農家経営の安定に資する。

実行予算国　庫

一般会計

事　業
開　始
年　度

会計区分

農林水産 水田農業経営部

特別会計

所属の

方　針

83.4%

67.1%

区　　　　　　分

国　　　　　庫

平成24年度予算額

補てん金対象数量（野菜）成果の推移

その他特定財源

一　般　財　源

予　算　額　（単位：千円）

5,969

5,969

財源内訳

－９－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 金融・共済 Ｇ

1 □ □ S36 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 52 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

22,802 28,040 31,171 30,767

20,738 25,007 24,725 22,261

20,737 25,005 24,714 22,236

692,200 438,580 225,550 181,250

1,924,483 2,028,411 1,873,927 1,622,551

180 173

43 40 29 20

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一　般　財　源

の推移

所得増加を目標とする借入件数

計 画 の 達 成 状 況

指標

19,402

事業開始後の見直し状況

所属の

方　針

その他特定財源

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分

国　　　　　庫

[事業の評価]

　農業経営の幅広い分野での活用が可能な本事業の果たす役割は極めて重要であり、今後とも積極
的な広報を図りながら需要の掘り起こしに努めることとし、国・県の各種施策の実施に伴い、設備
投資等による経営規模の拡大や低コスト化を図る農業者の借入需要を踏まえ、継続する。

［活動指標、成果指標に対する評価］

　国の無利子化措置の終了に伴い、活動指標はそれぞれ減尐傾向にあるものの、依然として無利子
化措置以前の水準の資金需要が生じている。
　金融機関の店舗統廃合により取扱店舗数は減尐したが、平成22年度には県内で初めて農協系統金
融機関以外の民間金融機関が参入した。

19,402

農林水産 水田農業経営部

国　庫

 〕　／　整備目標

その他

　農業生産に要する施設、機械機具および家畜導入等の資本の高度化を図る農業者等に農業協同組合等の融資機関が資金貸付を行う場合、長期かつ低利の資金の融通を実現することで農業経営の改善、近
代化を図る。

　以下の事業を行う農業者（認定農業者、集落営農組織、農業参入法人等）に資金貸付を行う農業協同組合等の融資機関に対し、利子補給を行う。
　貸付対象事業
　　①建構築物造成、機械機具購入　　　②果樹植栽育成　　　③家畜購入育成　　　④小土地改良　　　⑤長期運転資金　　　⑥農村環境整備　　　⑦大臣特認事業
　　（農機具、農舎、果樹棚等）　　　　（樹園地整備、　　　（家畜購入、　　　　（個人による　　　（農機具等リース料、　（集会施設、　　　（給排水施設の改良等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　苗木代等）　　　　　飼料代等）　　　　　1,800万円         法人化に要する費　　　水道施設等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以下の農地改良）　用等）

取扱店舗数

法定受託事務

企業会計

実行予算

一般会計

事　業
開　始
年　度

会計区分 特別会計

事務区分
事業終了
予定年度

そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

事      業      名

経過年数県　単 補 助 金

５年後に所得１割増を目標とする借入件数

（単位：千円）

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ □

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

Δ 20.1%

平成24年度予算額

財源内訳

評価に基

づく今後

の 対 応

休　　止

□ 縮　　減

□

整理統合

見　直　し　額

□

　三位一体の改革の結果、平成17年度からは国庫補助金が廃止され、税源移譲
がなされた。
　平成23年度末に貸付当初5年間のみ無利子化とする国からの利子助成措置が
終了したことや、近年の貸付実績の減少を考慮し、平成24年度新規融資枠を8億
円から4.5億円に縮減した。

　長期かつ低利の資金の供給により、建築物の造成や農機具の取得など農業経営の
近代化に向けた取り組みが実施された。
　 H14年度　資金使途に長期運転資金を追加
　 H18年度  集落営農組織の貸付限度額を2億円に拡大
　 H22年度　融資機関に北陸銀行、福井信用金庫が参入

終期の見直し

Ⅳ

■

千　円

完　　了

そ の 他

〕　　　＝　　　〔

Ⅲ

廃　　止 □□

□

拡　　充

継　　続

特　記　事　項

事業効果

Δ 0.8%

Δ 8.6%

Δ 25.6%185,390

Δ 4.5%

貸付残高

成果

17

Ⅳ

Ⅳ

結果分類

1,320,464

3.1%

1.4%

164

貸付実績

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

農業近代化資金利子補給事業 含まれる事業数

［事業内容］

指標

[事業目的]

[予算額および指標の推移等]

２４年度

22,381

19,402

－１０－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 金融・共済 Ｇ

2 □ □ H6 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 19 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

27,638 29,430 30,040 62,484

15,219 17,807 17,675 29,503

15,219 17,431 17,287 29,488

1,026,970 694,500 312,700 379,100

95,000 111,000 108,000 108,000

38 21 19 16

16 11 25

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

目標値、指標の積算根拠等

事　業
開　始
年　度

その他

事務区分

15,013

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

事      業      名
事業終了
予定年度

水田農業経営

実行予算

所　　属 農林水産 部

そ の 他

県　単

国　庫
事 業
区 分

農業経営基盤強化促進金融支援事業

２４年度

含まれる事業数

　経営感覚に優れた効率的、安定的な経営体の育成のため、認定農業者に対する長期資金、運転資金を確保し、計画達成に向けた規模拡大その他の経営展開を図る。

自 治 事 務

経過年数補 助 金福井新々元気宣言に
おける位置付け

区　　　　　　分

[事業目的]

［事業内容］

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 8.5%

28.1%

37,399 19.1%

法定受託事務

Ⅲ

Ⅳ

Δ 2.7%

Δ 31.8%

平均伸び率

(1) 農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）利子助成金　（～H41年度）
　　　認定農業者が日本政策金融公庫から施設整備、負債整理等のために長期資金を借りる場合に、これに対する利子助成を行う。
(2) 農業経営改善促進資金（新スーパーＳ資金）貸付金
　　　認定農業者が規模拡大、その他の経営展開を行うための低利運転資金を確保するために、県農業信用基金協会に対し協調倍率に基づく資金預託を行う。

結果分類

貸付実績（Ｌ資金）

決 算 額 の 推 移

147,300活動

事業効果 指標 貸付実績（Ｓ資金） 81,000

の推移 成果 設備投資件数（Ｌ資金） 2

計 画 の 達 成 状 況

指標 所得増加を目標とする借入件数（Ｌ資金） 2

Ⅳ

５年後に所得１割増を目標とする借入件数 Ⅱ

Δ 39.4%

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

　Ｌ資金においては、平成23年度末に国と地方公共団体による利子助成措置が終
了したため、平成24年度新規融資枠を廃止した。
　
　また、Ｓ資金については国の制度改正に伴い、協調倍率が変更されたため、貸
付額が増加した。

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況

財源内訳

1.3%

一　般　財　源 3,350

Ｌ資金
　H19～23年度　金利負担軽減措置（国＋地方公共団体）
　H24年度～　　 金利負担軽減措置（国）
Ｓ資金
　H23年度～　　 協調倍率４倍→３倍

国　　　　　庫

その他特定財源 11,663

予　算　額　（単位：千円） 15,013

[事業の評価]

評価に基

づく今後

の 対 応　Ｌ資金は、平成24年度以降、全額国庫負担による利子助成制度となるため、新規融資枠を廃止
し、25年度以降は、過年度承認分に対する利子助成のみを継続する。（平成41年度 完了予定）
　Ｓ資金は、短期運転資金として、極めて重要な役割を果たすため、経営規模の拡大や低コスト化
を図る農業者の需要を踏まえ継続する。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　平成24年度のＬ資金の貸付実績については、経過措置分の承認のみである。
　Ｓ資金は資金使途が幅広く、農業制度資金で唯一、運転資金を短期で貸し付けることができるた
め、早急な資金需要の対応が図られている。 ■ 継　　続 □

そ の 他

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］
拡　　充 □

□

□

見　直　し　額

整理統合 □ 廃　　止 □

休　　止

□ 終期の見直し

□ 完　　了

縮　　減

千　円

－１１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 金融・共済 Ｇ

1 □ □ H11 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 14 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

585 375 454 749

75 28 8 1

75 28 8 1

0 0 0 550

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

目標値、指標の積算根拠等

事　業
開　始
年　度

その他

事務区分

3

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

事      業      名
事業終了
予定年度

水田農業経営

実行予算

所　　属 農林水産 部

そ の 他

県　単

国　庫
事 業
区 分

農業経営支援資金利子補給事業費

２４年度

含まれる事業数

　天災による被災農家に対して農業協同組合が資金貸付を行う場合、低利の資金融通を実現することで、農業経営の安定と維持向上を図る。

自 治 事 務

経過年数補 助 金福井新々元気宣言に
おける位置付け

区　　　　　　分

[事業目的]

［事業内容］

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 △ 5.4%

△ 73.9%

732 12.0%

法定受託事務

－－

平均伸び率

　天災により農作物および農業用施設等に被害を受けた農業者に対して貸付を行う農業協同組合に対し、市町とともに利子補給を行う。

結果分類

貸付実績

決 算 額 の 推 移

0活動

事業効果 指標

の推移 成果

計 画 の 達 成 状 況

指標

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況

財源内訳

一　般　財　源 3

　平成22年12月～23年1月の大雪により農業施設等に被害を受けた農業者に対する
資金を迅速に融通することにより、農業経営基盤の急激な悪化を回避することが可能
となった。国　　　　　庫

その他特定財源

予　算　額　（単位：千円） 3

[事業の評価]

評価に基

づく今後

の 対 応　常設の災害資金は災害時に迅速な対応を行う上で不可欠であり、制度資金の中でも低利率の資金
調達を可能にしていることから本事業の果たす役割は極めて重要である。
　今後も、災害時に経営再建を図る農業者の需要に対応できるよう、積極的な広報を図ることし、
継続とする。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　平成22年12月から平成23年1月の大雪により需要が生じている。

■ 継　　続 □

そ の 他

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］
拡　　充 □

□

□

見　直　し　額

整理統合 □ 廃　　止 □

休　　止

□ 終期の見直し

□ 完　　了

縮　　減

千　円

－１２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 金融・共済 Ｇ
1 □ □ H15 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 10 年 □

 ２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

1,472 1,666 1,618 949

1,164 403 481 54

1,164 100 366 0

73 82 68 89

61 58 28 27

83.6% 70.7% 41.2% 30.3%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

［事業内容］

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

平成24年度予算額

342

承認件数のうち機関保証制度活用件数

承認件数に占める保証制度活用率

計 画 の 達 成 状 況

指標

事業開始後の見直し状況

△20.6％

農業制度資金承認件数

区　　　　　　分

決 算 額 の 推 移

成果

指標

の推移

活動

事業効果

目標値、指標の積算根拠等

24.9%

48.8% △5.6％

△6.4％

21

43

618

342

２４年度

△16.5%

99.6%

平均伸び率

水田農業経営

一般会計

事　業
開　始
年　度

 〕　／　整備目標

Ⅳ

特別会計

事      業      名

法定受託事務

企業会計

その他

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

会計区分

国　　　　　庫

一　般　財　源

[事業の評価]

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産

□□

□

所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

予　算　額　（単位：千円）

［活動指標、成果指標に対する評価］

財源内訳 その他特定財源

　無担保、無保証でも必要な時期に必要な資金の確保を可能とする機関保証制度を維持するために
本事業の果たす役割は極めて重要であり、継続とする。

□■

千　円

拡　　充

継　　続

見　直　し　額

廃　　止

完　　了

整理統合

□休　　止

□

342

　基金協会の機関保証制度の確立により、農業者が時期を逃すことなく必要な資金の融資を受ける
ことが可能となっている。 評価に基

づく今後

の 対 応

　三位一体の改革の結果、平成１７年度からは国庫補助金が廃止され、税源移譲
がなされることとなった。

〕　　　＝　　　〔

Ⅳ

結果分類

 

□

□ 終期の見直し

そ の 他

縮　　減

含まれる事業数福井県農業信用基金協会特別準備金補助事業費

　貸付件数の多い農業近代化資金をはじめとする資金について無担保、無保証人で
も基金協会の保証をつけることができるようになり、時宜を得た貸付が可能となった。

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

特　記　事　項

県　単

[事業目的]

　農地価格の下落および既往の借入れにより、農業者等の農業制度資金借入れに当たり担保不足が生じたり第三者保証の相手方が確保できないことがあるため、必要な時期に必要な資金の融資を可能とす
るよう福井県農業信用基金協会による無担保、無保証での機関保証制度が確立されたのを受け、基金協会が積み立てる特別準備金に対する補助を行い農業制度資金の融資の円滑化および基金協会の財務基
盤の強化を図る。

福井県農業信用基金協会が債務保証制度の導入に伴い代位弁済等のリスクに備えて積み立てる特別準備金に対する補助を行う。

補助対象資金名
　①農業近代化資金　　②農業改良資金　　③就農支援資金　　④農林漁業金融公庫資金　　⑤農業経営改善促進資金　　⑥農業経営負担軽減支援資金
　　　　（実績なし　　⑦大家畜経営改善支援資金　　⑧養豚経営改善支援資金）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

Ⅳ

－１３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 金融・共済 Ｇ
1 □ ■ S31 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ H29 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 □

 ２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

816

816

245

27,666

2,204

0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業目的]

　農業改良資金の償還ならびに国庫返納等の資金事務の適正かつ円滑な実施を図る。

（１）事務取扱委託[福井県信用農業協同組合連合会]
（２）国への貸付財源の償還

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数県　単

事      業      名

［事業内容］

〕　　　＝　　　〔

Ⅱ

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

 

Ⅰ

Ⅳ

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

 

評価に基

づく今後

の 対 応

□

貸倒実績

一　般　財　源

平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況

250

0.0%

区　　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

指標

　～平成２２年度　農業改良支援基金貸付金特別会計
　平成23年度～　一般会計

計 画 の 達 成 状 況

国　　　　　庫

休　　止

整理統合

□

縮　　減

完　　了□

そ の 他□

終期の見直し

△ 39

［活動指標、成果指標に対する評価］

　貸付に係る連絡会議での運用確認、検証をはじめ償還に係る電算処理の委託等により、迅速、適
正かつ円滑な事務処理を維持することができている。

拡　　充

継　　続

□

[事業の評価]

■ □

（単位：千円）

平均伸び率

　制度趣旨を踏まえ迅速、適正かつ円滑に資金の貸付および償還を行うことは制度資金の運営を行
う上で不可欠であるため、経費の節減を図りながら継続していく。

□

千　円

廃　　止□

見　直　し　額

4150.2%

事　業
開　始
年　度

含まれる事業数農業改良資金運営費

△29.8％

93,674

19,410

△69.4％

△69.4％

250

250

２４年度

企業会計

その他

会計区分

補 助 金

国　庫

部

[予算額および指標の推移等]

実行予算

そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産 水田農業経営

一般会計
特別会計

区　　　　　　分

所属の

方　針

成果

財源内訳

の推移

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

250

0

その他特定財源

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

国への償還実績

指標  

活動

事業効果

貸付残高

決 算 額 の 推 移

－１４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 室

1 □ ■ S23 年度 □

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 65 年 ■

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

5,128 5,044 5,044 5,044

4,372 4,472 4,362 4,362

4,362 4,471 4,064 4,008

7 7 7 7

8 7 7 7

9,574 9,229 10,140 8,424

16.5 17.4 17.9 17.3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

見　直　し　額

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

廃　　止

拡　　充

継　　続
評価に基

づく今後

の 対 応

１２農協について常例検査、随時検査を交互に実施

単位：百万円　「リスク管理債権」…農協の貸出金のうち破綻債権、延滞債権に該当するもの

6

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

△3.6%

1.7%平均自己資本比率

計 画 の 達 成 状 況

△6.7%

[事業目的]

活動

（単位：千円）

4,876

4,099

△1.2%
結果分類目標値、指標の積算根拠等

認定検査 … 農協、農事組合法人等の業務（法令・定款等に違反の疑いがあると認めるとき）
随時検査 … 信用事業または共済事業を行う組合の事業（健全な運営を確保する必要があると認めるとき）
常例検査 … 信用事業または共済事業を行う組合の業務、会計の状況（概ね２年に１回を常例）

6 △3.6%

[予算額および指標の推移等]

２４年度

△1.5%

△2.7%

常例検査実施農協数

当 初 予 算 額 の 推 移

千　円△ 424

終期の見直し

□

□

完　　了□

そ の 他

□

□

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

平成24年度予算額

4,099

□

Ⅳ

Ⅲ

「自己資本比率」金融機関の健全性を表す指標の一つで、４％以上であることが求められる。

□整理統合

指標

所属の

方　針

Ⅱ

農林水産

含まれる事業数

その他

補 助 金

部

Ⅲ

平均伸び率

［事業内容］

区　　　　　　分

１２農協について常例検査、随時検査を交互に実施

事      業      名

法定受託事務

事務区分

実行予算 自 治 事 務

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

国　庫

県　単

農協検査等事業費

そ の 他

所　　属

事 業
区 分

企業会計

一般会計

事　業
開　始
年　度

経過年数

会計区分 特別会計

組合指導検査

事業終了
予定年度

水田農業経営

の推移

随時検査実施農協数

リスク管理債権総額

福井新々元気宣言に
おける位置付け

　農業協同組合の適正な事業運営および健全な発達の促進に資するため、農業協同組合法９４条および福井県農業協同組合検査規則の規定に基づき、組合の組織、業務および会計が合法的、合目的および
合理的に行われているかを検査する。

成果

事業効果

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

指標

区　　　　　　分

4,099

　平成１４年度から専門的知識を有し、かつ監査業務を行っている公認会計士に
対し財務状況に係る分析業務を委託した。
　平成２０年度から農協検査指導員（金融機関OB）を配置するとともに、公認会計
士に対する委託業務に経営状況分析を加え、複雑高度化する農協検査業務に対
応することとした。

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

■

　農協に対する検査にあたっては、減損会計制度の導入確認など、専門的知識に基づく検証が不可
欠であり、公認会計士からの財務分析結果等の解析のほか、新BIS規制に基づく経営指標調査、不
祥事の再発防止を図るための無通告検査や随時検査の実施など検査体制の充実を図り、今後も農協
の健全かつ適切な経営の確保を図るため、経費の節減を図りながら継続していく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

　県内すべての農業協同組合に対し常例検査を隔年で実施しているが、自己資本比率が８％を超え
るなど、経営の健全性を確保している。なお、不祥事が続発した１７年度以降、無通告検査の導入
や随時検査の実施により、全ての農協に対する検査を行う等、検査体制の強化を図っている。

[事業の評価]
［活動指標、成果指標に対する評価］

－１５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 室
1 □ ■ H16 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ H24 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 9 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

16,401 16,401 15,701 13,956

16,401 16,401 15,701 13,631

15,965 15,959 14,431 13,065

2 2 1 1

17 17 15 16

99.4 99 99 99.2

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[予算額および指標の推移等]

２４年度

98.8

13,885

事業開始後の見直し状況

拡　　充

継　　続

□ □

□

整理統合

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

県基本方針および水田農業ビジョンの実践等を通じ、米の需給調整対策の円滑な実施を図る。

○県指導推進事業
　・市町別への生産数量目標の適切な提供、水田農業ビジョン実現に向けた指導
○市町実践指導事業
　・生産者への米の生産数量目標の提供および水田農業ビジョン実現に向けた実践指導に対し、市町に助成

特別会計

結果分類

法定受託事務

事務区分

〕　　　＝　　　〔

目標値、指標の積算根拠等

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

□

平成24年度予算額 特　記　事　項

平成24年産需給調整達成率：全国16位

■
評価に基

づく今後

の 対 応

□

財源内訳

一般会計

そ の 他

事　業
開　始
年　度

指標

△1.3%

事      業      名

△0.2%

そ の 他

完　　了

終期の見直し

一　般　財　源

区　　　　　　分

国　　　　　庫

その他特定財源

廃　　止

縮　　減

休　　止

千　円

□

見　直　し　額

□

13,885

（単位：千円）

△12.5%

△4.0%

△3.9%

 〕　／　整備目標

全市町の米作付け目標面積に対する米作付け実績面積

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産 水田農業経営

事業終了
予定年度

含まれる事業数米需給調整円滑推進事業

計 画 の 達 成 状 況

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

急激な米価の低下を未然に防止し、農業者の所得安定を図るためには、米の生産数量目標の提供お
よび水田農業ビジョン実現に向けた取り組みを行うことが重要であることから継続する。

米の生産数量目標の適切な需要情報の提供を行い、県全体での計画生産の徹底ならびに需給調整達
成率のさらなる向上を目指す。

□

予　算　額　（単位：千円）

企業会計

その他

部

実行予算

補 助 金

福井米ブランド化推進

経過年数県　単

国　庫

△6.4%

平均伸び率

事業効果

活動

決 算 額 の 推 移

13,885

13,885

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

第三者機関の開催 1

の推移

目標達成市町数

需給調整達成率成果

16

－１６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課
Ｇ
室

2 ■ ■ H16 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 9 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

4,259 4,259 4,259 103,397

4,259 4,259 4,259 91,111

4,259 4,259 4,259 86,080

12 12 12 12

4 4 4 3

100 100 100 100

50.2 55 60.1 62.6

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

１　農業者戸別所得補償制度推進事業
　　市町の農業者戸別所得補償制度の取組率が100％であることなど、事業効果がみられる。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

そ の 他整理統合

△ 10

□ 終期の見直し

千　円

■ 縮　　減

廃　　止 □□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　農業者戸別所得補償制度推進事業については、平成25年度の変更は名称のみにとどまり、農業経
営の安定に資することから、継続する。
　戸別所得補償経営安定推進事業については、マスタープラン作成推進と農地集積協力金の活用に
より、農地集積を促すため、経費の節減を図りながら、継続していく。

見　直　し　額

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

その他特定財源

[事業の評価]

農業者戸別所得補償制度推進事業は、22年度まで、国庫分は国からの受け入れ
先が県協議会であったが、23年度より受け入れ先が県に変更した。

平成19年から新たな需給調整対策が実施され、担い手経営安定対策から品目横断
定経営安定対策（20年度から水田経営所得安定対策に名称変更）に移行した。
平成23年度から農業者戸別所得補償制度が本格実施された。さらに、
平成24年度から戸別所得補償経営安定推進事業が新たに始まった。財源内訳

国　　　　　庫 129,167

一　般　財　源 4,259

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 133,426

計 画 の 達 成 状 況

Ⅰ

 〕　／　整備目標

指標 認定農業者等への農地集積率

3回/年

Ⅱ

Ⅱ0.0% 全市町数に対する農業者戸別所得補償制度取組市町数

Ⅳ

0.0%

△8.3%指標 地域農業推進キャラバン開催回数

7.7%

100

当 初 予 算 額 の 推 移

の推移 成果 市町の農業者戸別所得補償制度取組率（％）

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動 県農業再生協議会開催回数

結果分類
521.4%

640.4%

608.9%

133,426
目標値、指標の積算根拠等

２４年度 平均伸び率

215,088

区　　　　　　分

１　農業者戸別所得補償制度推進事業
　　・県農業再生協議会：農業者戸別所得補償制度推進指導、水田情報管理システムの管理、調整水田等の不作付地の解消に向けた指導・推進等に対する助成
　　・市町農業再生協議会：作付面積の確認、水田情報管理システムの入力、不作付地改善指導等に対する助成
２　戸別所得補償経営安定推進事業
　　・地域農業マスタープランを作成する市町への指導等
　　・地域農業マスタープランを作成するための取組を支援
　　・農地集積協力金の交付

自 治 事 務

経過年数

事      業      名

[事業目的]

福井県農業再生協議会および市町農業再生協議会が行う農業者戸別所得補償制度の円滑な運営に資するための推進指導や水田情報管理システムの管理、調整水田等の不作付地の解消に向けた指導・推進等
に要する経費および地域農業・農村の将来方向の明確化に向けた取り組みについて助成する。また、集落レベルでの地域農業の在り方を定めた「地域農業マスタープラン」の作成支援、および、マスター
プランで定めた「地域の中心となる経営体」への農地集積に協力する農地の出し手農家への支援を行う。

［事業内容］

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事務区分
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度福井新々元気宣言に

おける位置付け

県　単 補 助 金

農林水産 部 水田農業経営

法定受託事務

実行予算水田農業構造改革対策推進事業

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

経営体育成
福井米ブランド化推進所　　属

－１７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 室

2 ■ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 25 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

463,135

395,301

393,472

16

6

0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

100%

消費者に選ばれる米の生産に向けて食味向上を図るとともに、食味検査に基づいた区分集荷・販売を実施し、福井米の評価向上を図る。

区　　　　　　分 ２４年度

[予算額および指標の推移等]

［事業内容］

結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

（１）良食味米の生産振興事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　①特Ａ相当米産地の育成支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②良食味生産に必要な機械の導入支援（深耕ﾛｰﾀﾘｰ等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③福井米の食味レベルアップ支援

（２）食味検査に基づいた区分集荷・販売体制の整備事業　　　　　　①ＣＥ区分集荷・販売のための施設整備（１０施設）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②荷受集計システム整備（２９施設）

当 初 予 算 額 の 推 移
目標値、指標の積算根拠等

Ⅳ

Ⅰ

Ⅰの推移

決 算 額 の 推 移

区分集荷のためのCE・RC施設整備数

（単位：千円）

平均伸び率

〕　　　＝　　　〔

166.7%

20.6%

終期の見直し□

千　円

□

□

△ 41

休　　止

縮　　減

□

□

事業開始後の見直し状況

完　　了

□ そ の 他

■

特　記　事　項

［活動指標、成果指標に対する評価］

476,859

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産

事      業      名 おいしい福井米生産体制整備事業 含まれる事業数

法定受託事務

継　　続

△12.5%

479,553 3.5%

476,859

1

 〕　／　整備目標計 画 の 達 成 状 況

指標

　施設整備の最終年度に当たる平成２５年度については、平成２５年産米の集荷前までに工事を完
了し、平成２５年産コシヒカリから区分集荷・販売を実施する。試作水田については、「特Ａ」相
当米となった栽培技術を再度検証することで、コシヒカリの「特Ａ」評価を定着させる。本事業
は、経費の節減を図りながら、来年度も継続する。

区　　　　　　分

[事業の評価]

平成24年度予算額

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

□

その他特定財源

一　般　財　源 21,010

455,849

　平成２５年産米からの区分集荷・販売に向けて、新たに１０施設の整備が完了した。
　また、今年産についても、すべてのコシヒカリ出荷農家に対して食味分析を実施し、分析結果
を、生産者に対してフィードバックすることにより、食味向上の意識啓発を行った。
　試作水田では、１箇所で「特Ａ」相当の評価を得ることができた。

財源内訳

所属の

方　針

活動 試作水田設置数

事業効果 16

14

特別会計
企業会計

会計区分

事　業
開　始
年　度

経過年数

一般会計

水田農業経営

「特Ａ」相当米産地数

[事業目的]

元気な産業

その他

国　庫

部

実行予算

補 助 金

新しい方向をひらく農林水産業 そ の 他

見　直　し　額

福井米ブランド化推進

事務区分
事業終了
予定年度

県　単

平成25年度目標　１産地

平成25年度目標　３８施設（施設整備数　３０施設）

廃　　止

成果

指標

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
整理統合

□

拡　　充

評価に基

づく今後

の 対 応

－１８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 室

1 □ □ H23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ H25 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

10,000

5,428

5,428

14

105

267

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一　般　財　源 4,907

 県内の不作付地に新規需要米の作付推進を図り、県内畜産農家の需要に応じた飼料用米等の生産
を行う。

見　直　し　額

4,907

財源内訳 その他特定財源

□

[事業の評価]

拡　　充

継　　続評価に基

づく今後

の 対 応

整理統合

　県内の畜産農家の需要に応じた生産拡大を図ったところ、平成24年度は平成22年度から119ha増
加し306haとなった。
　また、新規需要米の作付による不作付地の解消面積は2年間で合計20haとなった。

所属の

方　針

国　　　　　庫

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

［活動指標、成果指標に対する評価］

□

平成24年度予算額区　　　　　　分

事 業
区 分

計 画 の 達 成 状 況

指標

事業効果

成果 飼料用･米粉用米･WCS用稲作付面積(ha)

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

地区外流通の対象面積(ha)

一般会計

農林水産 部

特別会計会計区分

福井米ブランド化推進

企業会計

水田農業経営

事務区分

決 算 額 の 推 移

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

千　円

完　　了

予　算　額　（単位：千円）

（単位：千円）

結果分類

事　業
開　始
年　度

そ の 他

補 助 金

　農業者及び農業者団体が、飼料用米・米粉用米・WCS用稲の不作付水田への作付、地区外への販売、飼料用米品種の作付を行う経費に対し、市町協議会が交付する経費に対し助成する。
１　新規作付助成（不作付地への作付誘導）
　　自己保全管理等の不作付水田への新規作付を誘導するため、プラウ耕など再生整備に必要な経費に対する助成
２　地区外流通助成
　　農林総合事務所を単位とした地区外流通のための運搬に係る掛増し経費に対する助成

事      業      名

法定受託事務

[予算額および指標の推移等]

２４年度

終期の見直し

□ そ の 他廃　　止

事業開始後の見直し状況

■

□

含まれる事業数県産飼料用米の生産拡大事業 国　庫
事業終了
予定年度

実行予算

県　単

その他

経過年数

□

□

縮　　減□

休　　止

□

H25目標値：97ha

14.6% H22：作付面積187ha、H25作付目標面積350ha

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

1.9% H25目標値：150ha

42.9%

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

特　記　事　項

 飼料用米品種の作付助成については、平成23年度の実績を踏まえ廃止。

の推移

［事業内容］

20

△9.6％

新規作付の対象面積(ha)

区　　　　　　分

8,390

4,907

△16.1％

[事業目的]

　飼料用米・米粉用米・稲発酵粗飼料用稲（WCS用稲）の新規需要米について、不作付水田への作付や県下全域での流通を促進することにより、畜産農家等の需要に応じた生産拡大を図る。

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動

指標

306

107

－１９－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 室

1 ■ □ H19 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 27 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

13,815 15,140 17,268 61,930

13,525 15,140 16,385 54,887

12,350 14,510 15,564 52,722

2 2 5 3

731 846 932 2,674

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

終期の見直し

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

■ 縮　　減
　市町や農業者等への説明会等により広く周知した結果、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果
の高い営農活動が大幅に拡大した。このことにより、安全で安心な農産物の生産拡大が図られてい
る。 □ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

拡　　充 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　農業者が実施する有機農業やカバークロップ、冬期湛水、畦畔草刈の実施など生物多様性保全等
の取組を支援し、環境にやさしいエコ農業をさらに推進していく。
　本事業は、経費の節減を図りながら、来年度も継続していく。 見　直　し　額 △ 62

[事業の評価]

　国の制度変更に伴う制度の見直し。

一　般　財　源 61,130

財源内訳

　平成２３年度に国の制度が変更され、活動組織が実施する農薬と化学肥料を５割以
上削減する取組から、農業者が実施する有機農業やカバークロップ、冬期湛水、生き
物緩衝帯の設置などの生物多様性保全等の取組に対する支援に変更された。

予　算　額　（単位：千円） 65,473

区　　　　　　分 平成24年度予算額

その他特定財源

国　　　　　庫 4,343

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

Ⅰ70.9% 平成25年度目標　3,500ha

指標

事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

27.5% Ⅰ

事業効果 指標

活動

65,473

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

3

の推移 成果 対象面積（ha）

説明会等開催数

含まれる事業数

福井新々元気宣言に
おける位置付け

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 63,732 71.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

（単位：千円）

[事業目的]

　化学肥料や化学合成農薬の使用を大幅に低減し環境負荷を低減する営農活動に加え、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動に取り組む農業者に対し、支援を行う。

［事業内容］

そ の 他

事業終了
予定年度

国　庫事      業      名 環境保全型農業支援事業

目標値、指標の積算根拠等

（１）環境保全型農業直接支払
　　　化学肥料や化学合成農薬の使用を大幅に低減する農業者等が、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動に対する支援

（２）県、市町による確認、審査　等

[予算額および指標の推移等]

68.6%

決 算 額 の 推 移

自 治 事 務

経過年数

実行予算

87.8%

補 助 金
事　業
開　始
年　度

所　　属 農林水産部

事 業
区 分

法定受託事務その他

県　単 事務区分

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部 水田農業経営課 福井米ブランド化推進

－２０－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 室

1 □ ■ H12 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 13 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

20,749 15,450 14,200 11,307

16,023 14,880 13,598 11,104

15,685 14,748 14,087 11,104

686 780 758 721

1,004 1,202 1,371 1,597

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

指標

福井県特別栽培農産物支援事業 含まれる事業数

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

生産登録件数（件）

特別栽培農産物栽培面積(ha)

活動

事業効果

の推移

その他

880 7.0％

決 算 額 の 推 移

会計区分 特別会計
企業会計

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

所　　属 部

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

2,661

水田農業経営課

国　庫
事　業
開　始
年　度

福井新々元気宣言に
おける位置付け

事      業      名

県　単

農林水産部

事業終了
予定年度

経過年数

6,511

平均伸び率

（単位：千円）

△ 24.1％

事 業
区 分

補 助 金

そ の 他

実行予算 自 治 事 務

福井米ブランド化推進

事務区分

法定受託事務

-

その他特定財源

2,015

　年々、特別農産物の栽培件数、面積とも大幅に増加し、安全で安心できる農産物の生産が拡大さ
れている。

予　算　額　（単位：千円）

成果

計 画 の 達 成 状 況

区　　　　　　分 平成24年度予算額

2,661

■

国においても、環境調和型農業の推進を新たな農業施策の柱として位置づけている。

□ 終期の見直し□

千　円

そ の 他

財源内訳

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

農業者グループが適切に確認できるよう、特栽アドバイザーによる支援を行う。

一　般　財　源 2,661

国　　　　　庫

19.1％

拡　　充

継　　続
評価に基

づく今後

の 対 応

　平成１６年度に、国の「特別栽培農産物新表示ガイドライン」に準じた制度に改
正を行った。
　また、平成１８年度から、消費者へのＰＲを強化した。
　さらに、平成２４年度には、圃場確認業務を（社）福井県植物防疫協会から農業
者グループが確認する制度に改正を行った。

□ 廃　　止整理統合

縮　　減

□

事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

完　　了

Ⅰ

□

見　直　し　額

□

□

休　　止 □

△ 27.5％

△ 10.5%

 〕　／　整備目標

結果分類

Ⅰ

目標値、指標の積算根拠等

特別栽培農産物認証制度生産登録件数

［事業内容］

指標

[事業目的]

　農薬と化学肥料を削減して栽培する有機農産物等の生産拡大を図り、県民の食卓に安全と安心を届けるため、県で設定する特別栽培農産物であることを認証するとともに、特栽専門アドバイザーによる
確認責任者が適正に確認できるよう支援する。

（１）県推進事業
　　・確認責任者、農業者研修会
　　・確認責任者の業務を確認
（２）特栽アドバイザー事業
　　・特栽アドバイザーの派遣
（３）残留農薬検査事業
　　・残留農薬検査

[予算額および指標の推移等]

２４年度

－２１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 室

1 □ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 26 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

3,586

2,510

2,248

2%

52

19,447

39%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

終期の見直し

千　円

■ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

□ 縮　　減
　農業協同組合と連携し、全ての稲作農家のエコファーマー化を推進してきた成果として、エコ
ファーマー認定面積を拡大することができた。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

拡　　充 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　エコファーマーの推進については、平成26年度にすべての稲作農家をエコファーマー化させる目
標を掲げており、今後の福井県の稲作の基本となるものであることから、「ふくいのエコ農業推進
事業」との整理統合を行い、経費の節減を図りながら、より一層の推進を図っていく。 見　直　し　額 △ 543

[事業の評価]

一　般　財　源 2,480

財源内訳

予　算　額　（単位：千円） 2,480

区　　　　　　分 平成24年度予算額

その他特定財源

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

平成26年度目標　25,000ha

指標

事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

平成25年度目標　70%以上 Ⅰ

 〕　／　整備目標

県民のエコファーマー認知度（%） 72% 84.6%

0.0%

Ⅰ

Ⅱ

事業効果 指標 エコ農業応援店舗数 108

活動

107.7% 平成26年度目標　200店

2,480

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

2%

の推移 成果 水稲エコファーマー認定面積（ha）

「環境にやさしい」の暫定指標

含まれる事業数

新しい方向をひらく農林水産業

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な産業

慣行栽培／エコファーマー栽培のCO2削減率

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,480 △30.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

（単位：千円）

[事業目的]

　県内の水稲農家のエコファーマーの認定を推進し、減農薬、減化学肥料が実践された環境にやさしく安全で安心な福井米の生産拡大を目指すとともに、福井米のエコファーマー化への県民の理解を促進
する。

［事業内容］

そ の 他

事業終了
予定年度

国　庫事      業      名 エコファーマー推進事業

目標値、指標の積算根拠等

（１）エコファーマーの推進
　　　ＪＡ出荷農家およびＪＡ非出荷農家に対する推進
（２）エコ農業の見える化
　　・環境にやさしいの見える化：ＣＯ２削減量を用いた環境にやさしいの指標づくり
　　・販売店舗の見える化：適正表示店舗の推進

[予算額および指標の推移等]

△1.2%

決 算 額 の 推 移

自 治 事 務

経過年数

実行予算

補 助 金
事　業
開　始
年　度

所　　属 農林水産

事 業
区 分

法定受託事務その他

県　単 事務区分

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部 水田農業経営 福井米ブランド化推進

－２２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 室

3 □ ■ H21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 26 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 4 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

7,500 8,830 6,099

6,783 8,579 5,446

6,434 7,613 5,356

2 3 3

3,496 13,724 24,027

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

決 算 額 の 推 移

指標

エコ農産物認定面積（ha）

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

[予算額および指標の推移等]

事      業      名

Ⅰ

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

 〕　／　整備目標

Ⅰ

△20.6%

［事業内容］

[事業目的]

　農薬や化学肥料を慣行栽培より削減し、自然環境への負荷を軽減する栽培によるエコ農産物のさらなる生産拡大のために、生産から流通・販売、消費者への理解促進に関する施策を着実に推進する。

ふくいのエコ農業推進事業 含まれる事業数

県　単

実行予算

補 助 金

□

〕　　　＝　　　〔

□

終期の見直し

特　記　事　項

国においても、環境調和型農業の推進を新たな農業施策の柱として位置づけてい
る。

■

２２年度から、環境と生き物に優しい米づくり技術の実証を実施
２３年度に、野菜カーテンや環境と生き物に優しい米づくり技術の実証やエコ農産
物まつり、栽培体験、表彰を終了

[事業の評価]

財源内訳

事業開始後の見直し状況

一　般　財　源

□縮　　減

2,706

［活動指標、成果指標に対する評価］
□

2,706

国　　　　　庫

その他特定財源

□

休　　止

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

見　直　し　額

拡　　充

評価に基

づく今後

の 対 応
整理統合□

　特別栽培を実践する農業者の機械等導入への支援および講習会等を通じて、特別栽培等のエコ農
産物認定面積は年々拡大してきている。

事 業
区 分

農林水産

所属の

方　針

継　　続

　今後とも、経費の節減を図りながら、エコ農産物認定面積の拡大に努めていく。

千　円

そ の 他廃　　止

完　　了

△ 218

福井米ブランド化推進部

□

指標

活動

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

3,141

2,706

水田農業経営

平成25年度の目標：26,100ha

△20.1%
目標値、指標の積算根拠等

△ 5.7%

（単位：千円）

平均伸び率

事　業
開　始
年　度

そ の 他

１　有機・特別栽培農業者集団支援事業　…　特別栽培等を実践する農業者の機械等導入への支援および講習会の開催
２　推進体制の整備　　　　　　　　　　…　ふくいのエコ農業推進協議会の開催

事業効果

区　　　　　　分

事業採択数

事務区分

3

の推移 成果

２４年度

法定受託事務

事業終了
予定年度

経過年数

16.7%

国　庫

区　　　　　　分

結果分類

その他

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

183.9%

計 画 の 達 成 状 況

－２３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 普及指導 Ｇ

1 ■ ■ H13 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 12 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

430 608 430 355

430 608 430 355

430 608 430 355

2 3 1 1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

財源内訳

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

区　　　　　　分

国　　　　　庫

平成24年度予算額

の推移

その他特定財源

一　般　財　源

農業改良普及評価事業費 含まれる事業数

74

147

73

予　算　額　（単位：千円）

事業開始後の見直し状況

 〕　／　整備目標

実行予算

一般会計

県　単 経過年数

部

特別会計

国　庫

会計区分

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

水田農業経営

事      業      名

法定受託事務

企業会計

［活動指標、成果指標に対する評価］
終期の見直し

完　　了

農林水産

事務区分
事業終了
予定年度

補 助 金

そ の 他

事　業
開　始
年　度

その他

成果

□

　地域の実情を反映した普及活動の実情分析、外部有識者等による課題の発見、その解決を通じ、
効率的、効果的な普及活動が図られている。

□縮　　減

□

〕　　　＝　　　〔

平成２０年度　　奥越、二州において実施
平成２１年度　　福井、若狭、農試（高度営農支援課）において実施
平成２２年度　　６事務所を対象に一括して実施
（以後、毎年６事務所を対象に実施。）

指標

　平成２２年度からは、評価を共有し効率的な普及活動を図るため、各農林総合
事務所の重点計画から１課題づつを選定し、一括して評価を受ける方法に変更

□□ 廃　　止

□

計 画 の 達 成 状 況

指標

事業効果

△ 1.8%

結果分類
△16.0%

△16.0%
目標値、指標の積算根拠等

平均伸び率

△4.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

［事業内容］

[予算額および指標の推移等]

２４年度

1活動

147

[事業の評価]

　現状に即した普及活動を展開するためにも外部有識者等による評価は有用であり、今後も継続す
る。

見　直　し　額

■

□

評価に基

づく今後

の 対 応

継　　続

整理統合

所属の

方　針 そ の 他

特　記　事　項

拡　　充

千　円

□

休　　止

Ⅲ

147

（単位：千円）

[事業目的]

評価実施箇所数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

外部有識者等の広い視野から普及活動の成果を適切に評価し次年度の目標設定および活動方法等に的確に反映していくことにより、普及活動の効率的、効果的展開を図る。

農業経営支援部・課ごとに外部有識者等による農業改良普及活動評価会議を設置し、すべての普及課題に対する評価を実施する。その上で、普及活動の成果を中心に計画策定から実施運営に係る諸問題ま
で幅広く活動評価を行う。

－２４－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 普及指導 Ｇ

1 □ □ S45 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 43 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

5,300 4,770 4,305 3,871

5,300 4,770 4,305 3,871

5,300 4,770 4,305 3,871

6 6 6 6

200 200 200 200

695 688 608 624

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産 部 水田農業経営

実行予算
事 業
区 分

結果分類

農協中央会および農協の営農、生活両面にわたる指導強化を支援し、地域の実情に適合した営農体系の確立、地域全体の生産技術の向上を図る。

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金

法定受託事務

目標値、指標の積算根拠等

営農改善指導事業
　①営農指導員技術強化研修（農協中央会）　　現地での農業生産指導に必要な生産関係法規および法令遵守に関する研修
　②営農指導員活動（農協）　　　　　　　　　水稲兼業農家の園芸品目の自給的生産から直売生産への誘導活動

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

決 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事　業
開　始
年　度

△9.9%

事業終了
予定年度

［事業内容］

その他 そ の 他

事      業      名 営農改善指導事業費

0.0%

経過年数

国　庫

△9.9%

△9.9%

含まれる事業数

平均伸び率

[事業目的]

の推移 成果 新規直売農業者育成数

区　　　　　　分 ２４年度

3,499当 初 予 算 額 の 推 移

活動

3,499

Ⅱ

事業効果 指標 営農指導員数 200 0.0% 平成１７年度からは現場で指導を行う者に限定 Ⅱ

営農指導員研修会回数

△3.3% 平成２３年度まで毎年６００人を育成 Ⅲ

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況

指標

一　般　財　源 3,499

　平成１６年度で地域営農支援プロジェクト事業は完了となった。
　また、平成１７年度からは、営農指導員による技術指導内容に直売生産の振興
を追加し、新規直売農業者の育成を図る。

□

その他特定財源

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

予　算　額　（単位：千円） 3,499

所属の

方　針

財源内訳

　地域農業の確立のためには地域全体の農業技術等の向上が重要であり、将来的に農業組織の中核
的存在となる者の資質向上を図るため、営農指導員による営農および生活両面からの指導が不可欠
である。

拡　　充 □

国　　　　　庫

　農業生産、農業収入の拡大をはじめとする地域農業の確立のためには地域全体の農業技術等の向
上が重要である。その中でも、営農指導員による営農、生活両面からの指導が不可欠であるため、
補助金対象単価を減額しながら今後も継続する。

[事業の評価]

縮　　減

□

□

完　　了休　　止

終期の見直し

千　円

□ そ の 他

■ 継　　続 □

□整理統合 廃　　止□

見　直　し　額

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

―２５―



■
□ （ ）
□ （ ）

課 普及指導 Ｇ

1 □ ■ H17 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 8 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

6,355 6,355 6,355 4,818

6,355 6,355 6,355 3,373

6,191 6,317 4,179 3,135

1,722 2,161 1,824 1,372

1,589 2,336 2,761 3,009

15 16 18 19

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

部

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

水田農業経営

決 算 額 の 推 移

実行予算
事 業
区 分

新たな小規模園芸産地の育成により地産地消の拡大を図るため地域農業支援員を設置し、小規模農家や自給的農家に対し園芸品目の栽培技術から加工販売に関する現地指導を行う。

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単

国　庫

区　　　　　　分

目標値、指標の積算根拠等

[事業目的]

活動 指導を受けた農業者数

当 初 予 算 額 の 推 移

県が地域農業支援員を委嘱し、直売所に出荷する農家に対し安全・安心な農作物生産に関する指導を行う。
　（１）安全・安心な農作物生産のための農薬や肥料の適正使用に関する指導、支援
　（２）尐量多品目など特色ある農産物の栽培技術指導、支援
　（３）果樹・花き・福井の伝統野菜等の栽培や加工品の開発に関する指導、支援

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

平均伸び率２４年度

結果分類
△8.4%

△18.9%

4,297 △8.8%

大規模直売所の販売額（億円） 20

事業終了
予定年度

［事業内容］

その他 そ の 他

事      業      名 地域農業支援員設置事業 含まれる事業数

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 3,827

Ⅳ

事業効果 指標

△5.0%

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

Ⅰ

計 画 の 達 成 状 況

24.7%

7.5%

の推移 成果 直売所で安全・安心な農産物を販売した生産者数（累計）

指標

平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

一　般　財　源

　平成２０年度から中山間地や都市近郊など農地の集積が困難な地域での農業
生産活動を支援するため、支援員を５０人から６０人に増員

区　　　　　　分

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 3,827

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

□ 縮　　減 □

3,827

終期の見直し

□ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　一般農家に対する生産技術や農薬の適正使用など安全・安心な農産物生産のための技術指導を
行ったことにより、新たに直売所に出荷する生産者の増加につながっている。

■ 継　　続 □ 休　　止

拡　　充

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他
　一般農家に対する安全・安心な農作物生産のための農薬の適正使用等について指導することは非
常に重要であるが、活動実績により見直しを行い継続する。
　農作業を活用した高齢者の健康維持や生きがいづくりへの支援要請に対し支援員を派遣するた
め、業務内容を拡充する。

見　直　し　額

―２６―



■
□ （ ）
□ （ ）

課 経営体育成 Ｇ

1 ■ ■ H2 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 23 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

1,109 1,087 1,110 1,113

1,109 1,087 1,110 1,113

1,109 1,087 1,110 1,113

9 8 6 2

11 5 2 3

34 42 47 48

200 193 189 187

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

部

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

水田農業経営

決 算 額 の 推 移

実行予算
事 業
区 分

知事が地域の優れた担い手を農業士として認定することによりその意欲を盛り上げ、地域農業の振興を図る。
　　「指導農業士」　現に優れた経営を行い社会的評価が認められる者、後継者の育成に指導的役割を果たしている者
　　「青年農業士」　意欲的に従事する青年のうち地域の中核的存在となりうる者

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単

国　庫

区　　　　　　分

目標値、指標の積算根拠等

[事業目的]

活動 青年農業士認定数 12

当 初 予 算 額 の 推 移

指導農業士および青年農業士の認定およびこれらに対する研修の実施
　　①全体研修　　②個別研修　　③地区研修　　④交流研究会（北陸、全国）　　⑤情報資料の発行

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

平均伸び率２４年度

結果分類
0.2%

0.1%

1,116 0.2%

指導農業士数 176

事業終了
予定年度

［事業内容］

その他 そ の 他

事      業      名 農業士育成対策事業費 含まれる事業数

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,116

Ⅰ

事業効果 指標 指導農業士認定数 5 0.5% Ⅱ

99.3%

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

Ⅲ

計 画 の 達 成 状 況

13.0%

△3.1%

の推移 成果 青年農業士数 55

指標

平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

一　般　財　源

区　　　　　　分

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 1,116

財源内訳

国　　　　　庫 558

その他特定財源

■ 縮　　減 □

558

終期の見直し

□ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　農業士の認定、研修を行うことにより県内各地の優れた農業経営形態の情報交流が促進され、地
域農業の全体的なレベルアップが図られた。

□ 継　　続 □ 休　　止

拡　　充

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

△ 989

地域農業の発展には地域のリーダーとなる農業士の認定数の増大および農業士の更なる資質の向上
が必要であり、今後も経費の節減を図りながら継続していく。近年、農業士数はほぼ横這いとなっ
ているが、今後は女性や青年農業士の新規認定者増加を図る。 見　直　し　額

―２７―



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 普及指導 Ｇ

1 □ ■ S42 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 46 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

6,896 7,977 7,794 10,230

6,896 7,977 7,794 10,230

6,896 7,977 7,409 9,241

11 12 9 7

9 10 7 2

6 7 4 18

278 10 737 1,686

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

7,818

7,818

　平成２０年度から、生産現場の課題解決を図るための要請に直ちに対応した試
験研究として、「農林水産業の技術開発」を追加（平成１７年度から１９年度まで農
林水産業者等提案型共同研究事業の中で実施）

 〕　／　整備目標

事業開始後の見直し状況

13

11.1%

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

県　単

そ の 他

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅰ

5.3%

5.3%

（単位：千円）

平均伸び率

Ⅰ

12

11.9%

学会発表、講演など107.9%

〕　　　＝　　　〔

2434.1%

特　記　事　項

Ⅰ県内農業者、企業等を対象とした発表会等への参加者数

　生産現場からの技術開発の要請に基づく課題化を図っているため、開発技術の普及が進みやす
く、農業生産の安定化が図られる。

　生産現場から要請された課題の検討を行い、緊急性、重要性、必要性の高いものを優先して、今
後も継続する。一般試験研究については、今まで以上に出口を見据えた戦略的な研究に取り組む。

完　　了

その他特定財源

一　般　財　源

財源内訳

7,818

　H23からおいしい、高温に強い、病気に強いだけでなく消費者に選ばれ品種「ポスト
こしひかり」を育成を開始した。
　外部委員による研究評価委員会を開催しており、課題化前の試験研究開発内容や
研究後の成果等について事後の研究評価を実施している。

終期の見直し

廃　　止 そ の 他

千　円

□

□

□□ 縮　　減

休　　止■

□

□

□

整理統合

見　直　し　額

[事業の評価]

拡　　充

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

評価に基

づく今後

の 対 応

継　　続

□

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産 水田農業経営

その他

一般会計

部

実行予算

補 助 金

特別会計
企業会計

会計区分

[予算額および指標の推移等]

区　　　　　　分

事　業
開　始
年　度

一般試験研究費 含まれる事業数

元気な産業

新しい方向をひらく農林水産業

［事業内容］

事      業      名

２４年度

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

[事業目的]

　普及現場等からの要請に基づき農作物の栽培および病害虫の防除に係る多方面からの試験研究を行い、その成果を現場に反映することにより、栽培、防除技術の向上および農業経営に係る課題解決を図
る。

指標

外部発表数

完了した課題数 102.4% Ⅰ

（１）一般試験研究
　　①福井発の五ツ星ブランド水稲新品種の育成
（２）農林水産業の技術開発
      農林水産業者からの提案に基づき農林水産業者の施設等を活用した現地共同試験研究による新技術の開発

決 算 額 の 推 移

成果

指標

課題数

事業効果

活動

の推移

発表会等参加者数

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

7,818

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況

区　　　　　　分

－２８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 普及指導 Ｇ

1 □ ■ H5 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ H24 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 20 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

2,859 1,836 2,455 2,207

2,859 1,836 2,455 2,207

2,859 1,836 2,455 2,207

2 2 2 2

1 1 0 0

4 2 4 0

190 320 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

1,971

1,971

 〕　／　整備目標

事業開始後の見直し状況

2

△4.1%

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

県　単

そ の 他

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅱ

△5.7%

△5.7%

（単位：千円）

平均伸び率

Ⅳ

2

0.0%

学会発表、講演など△16.7%

〕　　　＝　　　〔

△10.5%

特　記　事　項

Ⅳ県内農業者、企業等を対象とした発表会等への参加者数

　農作業の効率化、省力化、快適化技術の開発により担い手の負担軽減、所得向上が図られつつあ
る。

　今後、本事業で新規研究課題を実施せず、一般試験に統合する。

完　　了

その他特定財源

一　般　財　源

財源内訳

1,971

　外部委員による研究評価委員会を開催しており、課題化前の試験研究開発内容や
研究後の成果等について事後の研究評価を実施している。

終期の見直し

廃　　止 そ の 他

千　円

□

□

□□ 縮　　減

休　　止□

□

□

□

整理統合

見　直　し　額

[事業の評価]

拡　　充

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

評価に基

づく今後

の 対 応

継　　続

■

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産 水田農業経営

その他

一般会計

部

実行予算

補 助 金

特別会計
企業会計

会計区分

[予算額および指標の推移等]

区　　　　　　分

事　業
開　始
年　度

地域農業担い手育成生産技術開発事業費 含まれる事業数

［事業内容］

事      業      名

２４年度

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

[事業目的]

　農業担い手の育成確保に資するため快適性を追求した作業環境の改善と高能率生産技術の開発を行い、園芸作物等の高収益作物の定着を図る。

指標

外部発表数

完了した課題数 0.0% Ⅱ

（１）斑点米カメムシを減らして福井米の評価を上げる畦畔管理技術の開発
（２）担い手の機械化と作業に適したカキ栽培管理技術の確立

決 算 額 の 推 移

成果

指標

課題数

事業効果

活動

の推移

発表会等参加者数

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

1,971

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況

区　　　　　　分

－２９－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 普及指導 Ｇ

1 □ ■ Ｓ62 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ H24 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 26 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

1,890 0 1,540 1,383

1,890 0 1,540 1,383

1,890 0 1,540 1,383

1 0 1 1

0 1 0 0

1 0 1 1

50 0 10 10

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

その他特定財源

一　般　財　源 1,157

 〕　／　整備目標

の推移

完了した課題数

外部発表数成果

事業効果

発表会等参加者数

指標 1

0.0%

25.0%

学会発表、講演など

活動

国　庫

県　単

平均伸び率

△6.6%

食品加工研究費 含まれる事業数

0.0%

1,157

課題数

[事業目的]

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

２４年度

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

　県内で生産された農産物等の高付加価値化を進める上で必要となる食品加工技術の開発、改良のための研究を行い、本県農林水産物の利用拡大を図る。

事　業
開　始
年　度

区　　　　　　分

事      業      名

［事業内容］

終期の見直し

結果分類目標値、指標の積算根拠等

経過年数

その他

農林水産 水田農業経営

事務区分
事業終了
予定年度

事業開始後の見直し状況

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

一般会計
会計区分 特別会計

企業会計

0.0%

□

■

縮　　減

休　　止

　加工現場からのニーズに対応した新たな加工品や加工技術の開発を行っており、開発後の商品化
や開発技術の利用が図られている。

[事業の評価]

□

県内農業者、企業、普及指導員等を対象とした発表会等への参加者数

拡　　充

整理統合 □

□ □

1,157

評価に基

づく今後

の 対 応

継　　続

　今後、本事業で新規研究課題を実施せず、一般試験に統合する。

平成24年度予算額

計 画 の 達 成 状 況

指標

予　算　額　（単位：千円）

所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

財源内訳

区　　　　　　分

国　　　　　庫

　外部委員による研究評価委員会を開催しており、課題化前の試験研究開発内容や
研究後の成果等について事後の研究評価を実施している。

千　円

完　　了

［活動指標、成果指標に対する評価］

□

□

見　直　し　額

□

廃　　止

1

△3.4%

そ の 他

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項

（単位：千円）

（１）福井県産米粉の利用を広げるおいしさ長持ち技術の開発

[予算額および指標の推移等]

法定受託事務

Ⅱ

Ⅱ

1,157 △6.6%

Ⅰ

Ⅱ

－３０－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 普及指導 Ｇ

1 □ ■ H10 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ H25 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 15 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

2,998 2,207 2,051 1,841

2,998 2,207 2,051 1,841

2,998 2,132 2,051 1,841

3 2 2 1

1 0 0 0

1 0 1 0

90 0 60 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

1,621

1,621

 〕　／　整備目標

事業開始後の見直し状況

1

△14.3%

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

県　単

そ の 他

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅳ

△13.9%

△13.9%

（単位：千円）

平均伸び率

Ⅳ

0

△20.8%

学会発表、講演など△33.3%

〕　　　＝　　　〔

△33.3%

特　記　事　項

Ⅳ県内農業者、企業等を対象とした発表会等への参加者数

　新品種の育成は他の研究に比べ長期の継続研究を必要とするが、これまでにも各品目で有望な系
統が作出されており、今後もより有望な系統の作出の可能性が高い。

　今後、本事業で新規研究課題を実施せず、一般試験研究事業に統合する。

完　　了

その他特定財源

一　般　財　源

財源内訳

1,621

　外部委員による研究評価委員会を開催しており、課題化前の試験研究開発内容や
研究後の成果等について事後の研究評価を実施している。

終期の見直し

廃　　止 そ の 他

千　円

□

□

□□ 縮　　減

休　　止□

□

□

□

整理統合

見　直　し　額

[事業の評価]

拡　　充

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

評価に基

づく今後

の 対 応

継　　続

■

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産 水田農業経営

その他

一般会計

部

実行予算

補 助 金

特別会計
企業会計

会計区分

[予算額および指標の推移等]

区　　　　　　分

事　業
開　始
年　度

福井オリジナル産品開発育成事業費 含まれる事業数

［事業内容］

事      業      名

２４年度

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

[事業目的]

　本県産の独自性、差別化を推進するために、特に園芸作物について本県独自の品種の開発育成を図る。

指標

外部発表数

完了した課題数 △25.0% Ⅳ

（１）種子繁殖性Ｆ１ミディトマト新品種の育成
（２）福井ユリのニューブランド品種の育成

決 算 額 の 推 移

成果

指標

課題数

事業効果

活動

の推移

発表会等参加者数

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

1,621

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況

区　　　　　　分

－３１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 普及指導 Ｇ

1 ■ ■ H16 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 9 年 □

２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

9,450 2,800 5,500 34,611

9,750 9,650 15,780 26,055

9,750 9,650 15,780 26,048

4 3 2 4

2 2 0 1

4 5 2 11

175 170 360 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

18,624

16,890

 〕　／　整備目標

事業開始後の見直し状況

3

42.5%

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

県　単

そ の 他

結果分類目標値、指標の積算根拠等

Ⅱ

127.3%

23.1%

（単位：千円）

平均伸び率

Ⅰ

2

4.2%

学会発表、講演など138.3%

〕　　　＝　　　〔

3.0%

特　記　事　項

Ⅱ県内農業者、企業等を対象とした発表会等への参加者数

　独法研究機関のほか大学や民間等との産学官連携のもとでの共同研究することにより、効率化が
図られている。また、設定された重点領域や地域課題に対しても本県の特徴を反映させた試験研究
がなされている。

　大学等との共同研究ということでより効率化が図られているほか、単独研究では手の回りにくい
広域的、専門的課題に対する試験研究が可能であることから、農業者のニーズを考慮し、経費節減
を図りながら今後も継続する。

完　　了

その他特定財源

一　般　財　源

財源内訳

　外部委員による研究評価委員会を開催しており、課題化前の試験研究開発内容や
研究後の成果等について事後の研究評価を実施している。

終期の見直し

廃　　止 そ の 他

千　円

□

□

□

△ 1,268

□ 縮　　減

休　　止□

□

□

■

整理統合

見　直　し　額

[事業の評価]

拡　　充

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

評価に基

づく今後

の 対 応

継　　続

□

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産 水田農業経営

その他

一般会計

部

実行予算

補 助 金

特別会計
企業会計

会計区分

[予算額および指標の推移等]

区　　　　　　分

事　業
開　始
年　度

実用技術開発事業費 含まれる事業数

［事業内容］

事      業      名

２４年度

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

[事業目的]

　国等からの委託に基づき、産学官連携のもと農林水産省が設定する重点研究領域や地域の抱える共通課題等の効率的、効果的な解決を図る。

指標

外部発表数

完了した課題数 25.0% Ⅰ

（１）福井県にしかない加工用米による新商品の開発
（２）水稲の高温登熟耐性に関与するDNAマーカーを利用した育種技術の開発
（３）地域基盤に立脚した地下水位管理システムの構築を基幹とした大豆の高品質多収生産技術の開発

決 算 額 の 推 移

成果

指標

課題数

事業効果

活動

の推移

発表会等参加者数

予　算　額　（単位：千円）

平成24年度予算額

16,890

9,190

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況

7,700

区　　　　　　分

－３２－



別紙２

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

就農支援資金貸付金 ○ H７ 18 1 ○ 0  0  ○ ○ ○ ○

運営費 ○ H７ 18 1 ○ 11,317 11,317 ○ ○ ○ ○

2 1 0 1 2 2 0 11,317 0 11,317 0 0 2 0 0 1 0 0 0 2 0 0 0 0 1 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0

活動指標1結果分類 活動指標2結果分類 成果指標1結果分類 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

事            業           名
福井新々元気宣言
における位置付け

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

事務区分

平成
２４年度
予算額

 財源内訳

平成２４年度事務事業評価結果(水田農業経営課)総括表
会計区分 就農支援資金貸付金特別会計

課名 水田農業経営課 （単位：千円）



別紙１

□
■ （ 就農支援資金貸付金 ）
□ （ ）

課 金融・共済 Ｇ
1 □ □ H７ 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ ■ 18 年 □

 ２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

8,326 16,858 19,142 12,372

1,669 16,890 19,145 5,047

1,500 16,858 19,145 5,047

28,390 44,105 8,600 10,830

5 9 2 3

40 40 40 51

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　就農希望者を可能な限り新規就農へと結びつける上で本資金の果たす役割は極めて重要であり、
今後とも積極的な広報を図りながらさらなる需要の掘り起こしに努めることとし、継続とする。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　新規就農時には事前準備をはじめ機械等の整備に多額の資金を要するため、就農希望者の増加に
伴い資金需要の伸びが見込まれる。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫  

その他特定財源

一　般　財　源  

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 0 　平成１６年８月１日の青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別
措置法改正により、認定就農者を就業させる農業法人等に対する就農研修資金
および就農準備資金の貸付が可能となった。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅰ

指標

の推移 成果 新規就農者数 9.2%

Ⅱ

事業効果 指標 貸付件数 17.4% 県から(財)ふくい農林水産支援センターへの貸付後に、同センターから認定就農者等に対する貸付を実施 Ⅰ

187.9%

決 算 額 の 推 移 321.3%

活動 貸付実績 0.3%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 9,756 14.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 0

法定受託事務

[事業目的]

　農業・農村の活性化を図る上で、その基幹となる担い手の育成、確保が不可欠であることから、新規就農者の研修受講、先進農家視察をはじめ機械等の整備を行う場合等に、これを支援するため貸付を
行う。

［事業内容］

（１）資金の内容　　　①就農研修資金　　②就農準備資金　　③就農施設等資金
（２）貸付条件
　　　　①貸付利率　無利子
　　　　②研修、準備　　青年：２０年以内（据置期間９年以内）　　中高年：１２年以内（据置期間５年以内）
　　　　　施設等　　　　１２年以内（据置期間５年以内）
　　　　③融資限度額　　６０万円～３，７００万円
（３）貸付対象者　　　就農に関する計画の認定を受けた認定就農者およびこの者を就業させる農業法人等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 就農支援資金貸付金 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産 部 水田農業経営

－１－



別紙１

□
■ （ 就農支援資金貸付金 ）
□ （ ）

課 金融・共済 Ｇ
1 □ ■ H７ 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 18 年 □

 ２０年度  ２１年度  ２２年度  ２３年度

6,255 7,651 8,295 10,608

6,255 7,651 8,292 10,608

6,255 7,650 8,292 10,608

150,777 160,057 170,986 165,506

    

4,110 5,075 5,472 7,406

0 0 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　制度趣旨を踏まえ迅速、適正かつ円滑に資金の貸付および償還を行うことは制度資金の運営を行
う上で不可欠であり、継続とする。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　貸付に係る連絡会議での運用確認、検証をはじめ償還に係る電算処理の委託等により、迅速、適
正かつ円滑な事務処理を維持することができている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源 11,317

一　般　財　源

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成24年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 11,317  

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅰ

指標 貸倒実積 0 0.0% Ⅱ

の推移 成果 国への償還実績 7,550 17.1%

Ⅱ

事業効果 指標   

16.2%

決 算 額 の 推 移 19.5%

活動 貸付残高 154,189 0.7%

区　　　　　　分 ２４年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 11,317 16.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 11,317

法定受託事務

[事業目的]

　貸付および償還等の資金事務の適正かつ円滑な実施を図る。

［事業内容］

（１）事務取扱委託[(社)全国農業改良普及支援協会]
（２）国への貸付財源の償還

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 運営費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 農林水産 部 水田農業経営

－２－


